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地方創生の現状と展開

①人口減少に歯止めが
かかっていない

②東京一極集中が加速 ③地方経済と大都市経済
で格差が存在

＜H27年＞
・出生率： 1.46
・年間出生数：約100万人

＜H27年＞
・東京圏への転入超過は約12万
人（４年連続増加）

・地方経済は人手不足が深刻化
・生産性や賃金水準で大きな格差

地方創生をめぐる現状認識

地方創生は、本格的な「事業展開」の段階へ

総合的な施策メニュー整備 具体的な事業の本格的推進 本格的な「事業展開」
・まち・ひと・しごと創生長期ビジョン

・まち・ひと・しごと創生総合戦略

（平成26年12月27日閣議決定）

・まち・ひと・しごと創生基本方針2015
（平成27年6月30日閣議決定）

・まち・ひと・しごと創生総合戦略
（2015改訂版）
（平成27年12月24日閣議決定）

・まち・ひと・しごと創生基本方針2016

（平成28年6月2日閣議決定）

26年度 27年度～

長期ビジョン
・2060年代に１億人程度を確保
・2050年代に実質GDP成長率

1.5～２％程度維持

総合戦略
・2015年から５ヵ年の戦略
・４つの基本目標設定と政策
パッケージの策定

①「稼ぐ力」を引き出す
・生産性の高い、活力に溢れた
地域経済の構築

②「地域の総合力」を引き出す
・頑張る地域へのｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ改革

③「民の知見」を引き出す
・民間の創意工夫の最大活用

①各分野の政策の推進
・ローカル・アベノミクスの実現
・地方への新しい人の流れ
・地域の実情に応じた働き方改革
・まちづくり・地域連携・集落圏
維持

②地域特性に応じた戦略の推進
③多様な地方支援
・情報・人材・財政面から支援

28年度～
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＜平均所得の向上を通じた地方創生＞

○ 地方創生は、本格的な「事業展開」の段階

○ 地方創生の実現のために、地方の平均所得を向上させる取組や遊休資産の活用等、
施策の一層の推進を行う必要

＜ローカル・アベノミクスの一層の推進＞

○ 地域におけるしごと創出

○ 地域における資産の活用（空き店舗等）

○ 地域の実相を把握する取組（地域経済分析システムの活用等）

○ 地域に対する政策連携の強化（国家戦略特区、規制改革等）

＜地域特性に応じた政策メニューの充実・強化＞

○ 東京一極集中の是正（生涯活躍のまち、地方創生インターンシップ等）

○ 持続的な住民サービスの確保（小さな拠点形成、地域包括ケアシステムの推進等）

＜働き方改革を含めたライフスタイルの見つめ直し＞

○ 地域生活の魅力の分析・発信

○ 郷土の誇り・愛着の醸成

総合戦略改訂にあたっての重点的な検討事項
平成28年11月１日第10回まち・ひと・しごと創生会議
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連携中枢都市
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DMO 100

IoT IoT

”fa-bo”

http://niigata-repo.com/fooddrink/post-8739/

IoT
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28 44 51 11,560
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○東京圏在住の地方出身学生等の地方還流や地元在住学生の地方定着を促進するため、地方創生の交付金
等を活用し、地元企業でのインターンシップの実施等を支援する取組を産官学で推進する。

地方創生インターンシップ事業

地方創生インターンシップ

産官学連携により地域で
インターンシップを推進する組織（※）

※自治体、経済団体、大学等で構成

東京圏・地元の大学
○希望学生の確保
（○単位認定）
○自治体との就職支援協定
に基づく情報提供や参加
への配慮

地域働き方改革会議（※）
取組の決定

※自治体、経済団体、労働団体、労働局の代表等で構成

地元企業
○インターンシップの
場の提供

○企業の魅力発信

インターンシップ参加

事業実施
地方就職への
動機付け

自治体等
○地元の魅力発信

ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟへの
参加促進

○学生が参加しや
すい環境づくり
○推進組織を活用
したサポート

地方創生インターンシップ推進会議

インターンシップを通じ、人材の地方還
流について国民的、社会的な気運を醸成す
るとともに、関連施策を推進するため、大
学関係者、地方公共団体、産業界、有識者
など、幅広い関係者が参画する有識者会議
（座長 鎌田早稲田大学総長）を設置。
平成28年10月11日に第１回会議を開催。

地方創生インターンシップポータルサイト

インターンシップを通じて、若者に対し、
魅力ある地方の職場を幅広く知る機会を提
供するため、地方公共団体と大学が連携協
力し、地元企業と大学生をマッチングでき
るよう、ポータルサイトを設立。
・10月11日より試行運用を開始
（ 40道府県、251大学等が掲載）

・平成28年度末より運用開始
8
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地域働き方改革包括支援センター（仮称）

企業や従業員に対する働き方改革の取組をﾜﾝｽﾄｯﾌﾟで支援

地域働き方改革会議
取組の決定

企業 企業 企業

地域アプローチによる働き方改革：「包括的支援」＋「アウトリーチ支援」

＜アウトリーチ支援＞
・ 「働き方改革アドバイザー（仮称）」を養
成・確保

・ 相談支援、優良事例の紹介、各種助成
措置の活用のアドバイス、セミナー開催
など、きめ細かな支援。

地域の企業や従業員を対象とした、労働時間等の職場環境、非正規雇用労働者の正社員転換・
待遇改善、両立支援の整備など「働き方」に関する包括的支援をワンストップで行う拠点を地域
の政労使等が連携して設置し、「働き方改革」に地域ぐるみで取り組み、働き方改革の取組が生
産性の向上や質の高い労働者の確保につながる等といった好循環につなげる。

＜企業認証＞
・優良企業を認証し、成

功事例として公表する

ほか、入札等で優遇。

労働局と連携
し、企業の働
き方改革を支

援

＜センターの事業＞

〇啓発、情報発信

〇相談・実践支援
・ 企業等に対する「ワンストップ相談」
・ 「相談員」の派遣（派遣料は無料）

※  外部相談員（ｷｬﾘｱｶｳﾝｾﾗｰ、ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ、
社会保労務士、中小企業診断士）も準備

・ アフターフォロー

〇研修実施

〇企業顕彰、企業助成
・企業顕彰：多様な働き方の導入、仕事と私生活の両

立促進など、ＷＬＢの実現推進のために先進的な
取組を実施している企業・団体を表彰

・企業助成：「ひょうご仕事と生活の調和推進企業宣言」
を行った企業に対するＷＬＢの実現推進を支援す
るための各種助成金を用意

（例）従業員の育児又は介護休業に対し、代替要員を新た
に雇用した事業主に対し、代替要員の賃金の1/2（月額
上限10万円、総額上限100万円）を支給

相談者
ワンス
トップ相
談

相談員
派遣

研修
・講習会
実施

相談
・実践
支援

アフター
フォロー

兵庫県の取組：「ひょうご仕事と生活センター」

兵庫県の政労使関係者が連携して、「仕事と

生活のバランス」の取組を全県的に支援する拠

点として設置（2009年）。地
方
創
生
推
進
交
付
金
の
活
用

既
存
施
策
・助
成
金
の
活
用
等

＋
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旭川市

札幌市

函館市

青森市

八戸市

鹿児島市

大分市

宮崎市

長崎市

久留米市

福岡市

熊本市

佐世保市

佐賀市

岡山市

呉市

高知市

高松市 松山市 

徳島市

和歌山市

津市

倉敷市

鳥取市

姫路市
富山市

金沢市

長野市

福井市

豊田市
四日市市

静岡市

浜松市

富士市

沼津市

松本市 

甲府市 つくば市 

水戸市

宇都宮市

長岡市
高崎市

那覇市

いわき市郡山市

福島市

仙台市

盛岡市

秋田市

山形市

太田市

伊勢崎市

前橋市

新潟市 上越市 

広島市
松江市

北九州市
岐阜市

福山市
下関市

① 圏域全体の経済成長のけん引

産学金官の共同研究・新製品開発支援、六次産業化支援 等

② 高次の都市機能の集積・強化

高度医療の提供体制の充実、高等教育・研究開発の環境整備 等

③ 圏域全体の生活関連機能サービスの向上

地域医療確保のための病院群輪番制の充実、地域公共交通ネットワークの形成 等

連携中枢都市圏の取組の推進 

 連携中枢都市圏の意義とは 

 連携中枢都市圏に何が求められているのか 

 地域において、相当の規模と中核性を備える圏域において市町村が連携し、コンパクト化とネットワーク化により、

人口減少・少子高齢社会においても一定の圏域人口を有し活力ある社会経済を維持するための拠点を形成

 連携中枢都市圏をいかに実現するか 
 地方自治法を改正し、地方公共団体間の柔軟な

連携を可能とする「連携協約」の制度を導入

（平成26年11月１日施行）

 平成26年度・平成27年度は、連携中枢都市圏の形成

を推進するため、国費により支援（21事業）

 平成28年度予算においても１．３億円を計上し、引き

続き連携中枢都市圏の形成を促進

 平成27年度から 地方交付税措置を講じて全国展開

を図る

連携中枢 
都市宣言 

連携協約
の締結 

都市圏ビジョン 
の策定 

【連携中枢都市圏の要件】 
① 地方圏において、昼夜間人口比率おおむね１以上の指定都市・中核

市（ ）と、当該市と社会的、経済的に一体性を有する近隣市町村とで
形成する都市圏

※ ただし、①を原則除く都市圏であって、隣接する２つの市 （各市が昼夜間人口
比率１以上かつ人口１０万人程度以上の市）の人口の合計が２０万人を超え、
かつ、双方が概ね１時間以内の交通圏にある場合において、これらの市と社
会的、経済的に一体性を有する近隣市町村とで形成する都市圏についても、
①の都市圏と同等の取組が見込まれる場合においてこれを含むものとする。

は、三大都市圏

は、都市圏を形成している団体（１６団体）

は、平成２７年度促進事業実施団体（７団体）

 連携中枢都市圏形成のための手続き
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： 地方公共団体は、今後、地方版総合戦略に基づき、より具体的な事業を本格的に推進

：事業推進には、高度な専門性を有する人材等が必要となるが、地方では不足しがち

：①国が主導し、広く養成機関等の参加を得て、地方創生人材育成に向けた連携の場（プラットフォーム）を形成

②地方創生カレッジを創設し、地方創生に真に必要かつ実践的なカリキュラムを整備するとともに、eラーニン

グにより幅広く提供

現 状

課 題

方向性

地方創生カレッジ

各々の取組が必ずしも十分に周知されていない

スケジュール予定（可能な限り前倒し実施）

プラットフォームの立ち上げ事業者の選定 カレッジ開講 継続的に講座の更なる
充実を図っていく

4～6月 ～12月28年3月

地方創生人材育成に
向けた連携の場
（プラットフォーム）

戦略全体を俯瞰し、関係者等の合意を得る等、
高度な専門性を有する人材

◆ 総合プロデューサー・首長の補佐
◆ 地域コミュニティのリーダー

戦 略 全 体

Ａ大学 Ｂ大学院

民間D

地方公共団体は、地
方版総合戦略を作成

より具体的な事業を
本格的に推進する
段階

地方創生の実現

地域の動き
必要とされる地方創生人材

人材が不足

 地方創生に真に必要かつ実践的な
カリキュラム（eラーニング）を幅広く提供（※）

基礎講座専門講座（DMO、生涯活躍のまち、まちづくり等）

地方創生に係る各分野の第一人者等による講義

個別分野に精通し、専門的な知見・経験を持って
事業を経営・実行する人材

◆ 分野別プロデューサー
◆ 現場の中核人材

28年度～

等

～27年度

ニーズ
調査

地方創生
マイスター

2～3年で受講者１万人、
5年で高度な専門性を有
する人材500人以上の
輩出を目指す

マッチング

→  ニーズに合った 人材が活躍

候補人材が各々学ぶべ
き科目を選択して学習

個 別 分 野

地方創生カレッジ

協会Ｃ

発信力
の強化

※１ 科目によって各種実地研修による学びとの組み合わせも活用

※２ 大学等の既存の取組も前提にしつつ、不足する分野や地域へ
の受講機会を提供

地方創生
人材の養成
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プロフェッショナル人材事業

 東京都を除く全道府県は、潜在成長力ある地域企業に対し、プロフェッショナル人材の採用支援活動
を行う、「プロフェッショナル人材戦略拠点」を設置し、本年１月頃から、本格的に活動を開始した。

 各拠点は、各地域企業の経営者を対象に、成長戦略や人材戦略への関心を引きつけるセミナー等の
活動を展開しつつ、成長が期待される企業に個別に接触し、経営者に「攻めの経営」と新たな事業展
開を促すことで、プロ人材に対する有望かつ明確なニーズを発掘し、人材市場に発信する。

 各種支援機関や地域金融機関等とも、有望企業の発掘やその成長戦略の策定などで積極的に連携。
全国事務局を介し各地の拠点とも協力しながら、都市部の大企業との人材交流の拡大や、都市部の
プロ人材に対する地域経済の潜在力アピールなどを展開。日本人材機構や、人材ビジネス事業者とも
密接に連携しつつ、様々な形で、プロ人材の還流実現に取り組む。

0 0
2 6

11
26

58
93

152
208

284

373

3 
27 303 

758 
1,427 

2,186 

3,020 

3,883 

5,044 
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成約件数と相談件数の推移

成約件数（累計） 相談件数（累計）

連 携

地方の企業
（特に中堅・中小）

経営サポート人材

専門人材

経営人材

販路開拓人材

都市圏などの
多様なプロ人材 地域金融機関 等

連携

人材ビジネス事業者

日本人材機構

プ ロ フ ェ ッ シ ョ ナ ル
人 材 戦 略 拠 点

プロフェッショナル人材戦略
マネージャー

人材還流(転職)

「守りの経営」に埋もれる
潜在力の高い企業の発掘

「攻めの経営」への転換、
事業戦略具体化

プロフェッショナル人材
ニーズの明確化

プロ人材
活躍の場!!大企業

人事部等
産業雇用安定センター

大企業との連携に基づく人材交流
（出向・研修） 16



地方版総合戦略の事業推進段階
（地域再生法に基づき、地域再生計画に位置付けられた事業を支援）

26補正
地方創生先行型交付金
基礎交付： 1,400億円
上乗せ交付： 300億円

27補正
地方創生加速化交付金

1,000億円

地方創生関係交付金の概要（イメージ）

地方版総合戦略の策定段階

○自治体の自主的・主体的な取組で、先導的なものを支援

○ＫＰＩの設定とＰＤＣＡサイクルを組み込み、従来の「縦割り」事業を超えた取組を支援

【地方公共団体の事業執行年度】

28補正
地方創生拠点整備交付金

900億円
（事業費ベース1,800億円）

28当初
地方創生推進交付金

1,000億円
（事業費ベース2,000億円）

29当初
地方創生推進交付金

概算要求額：1,170億円
（事業費ベース2,340億円）

【29年度】【28年度】【27年度】 17



国

交付金（１/２）
都道府県
市町村

【対象事業】

①先駆性のある取組

・官民協働、地域間連携、政策間連携、事業推進主体の形成、

中核的人材の確保・育成

例）ローカル・イノベーション、ローカル・ブランディン

グ（日本版ＤＭＯ）、生涯活躍のまち、働き方改革、

小さな拠点 等

②先駆的・優良事例の横展開

・地方創生の深化のすそ野を広げる取組

③既存事業の隘路を発見し、打開する取組

・自治体自身が既存事業の隘路を発見し、打開するために行

う取組

【手続き】

〇自治体は、対象事業に係る地域再生計画（５ヶ年度以内）

を作成し、内閣総理大臣が認定

○本格的な事業展開の段階を迎えた地方創生について、更なる

深化のため、地方創生推進交付金により支援

①地方版総合戦略に基づく、自治体の自主的・主体的で先導

的な事業を支援

②ＫＰＩの設定とＰＤＣＡサイクルを組み込み、従来の「縦

割り」事業を超えた取組を支援

③地域再生法に基づく法律補助の交付金とし、安定的な制

度・運用を確保

地方創生推進交付金（内閣府地方創生推進事務局）

２9年度概算要求額 1,１７0億円【うち優先課題推進枠 ２７０億円】

（28年度予算額 １,０００億円）

事業概要・目的 事業イメージ・具体例

資金の流れ

○先駆的な取組等を後押しすることにより、地方における安定

した雇用創出、地方への新しいひとの流れ、まちの活性化な

ど地方創生の深化の実現に寄与

期待される効果

具体的な
「成果目標（ＫＰＩ）」

の設定

「ＰＤＣＡ
サイクル」
の確立

（１/２の地方負担については、地方財政措置を講じる） 18



地方創生拠点整備交付金の概要 

予 算 額 ９００億円（事業費ベース：１,８００億円）※道、汚水処理施設、港の公共事業（３０.２億円）を含む

位置付け 地域再生法第５条４項１号・13 条に基づく法律補助 

対 象 事 業 

○ 地方版総合戦略に位置付けられた施設整備等

○ 整備の対象となる施設について、利活用方策を明確化（KPI の設定、PDCA サイクルの整備）

○ ソフト事業と連携し、地方創生への波及効果を高めることが望ましい（地方創生推進交付金との組み合わせ） 

＜想定される事例＞ 
 地域経営の視点に立った観光地域づくりに効果的な観光施設の改修等や、地域全体としてのブランデ

ィング戦略の確立に資する収益施設等（６次産業化施設等を含む）の整備 

 ローカルイノベーションに資する公設試験研究機関（附帯設備を含む）の改修等 

 生涯活躍のまちの推進に資する多世代交流の拠点施設（既存施設の改修等を含む）の整備や、移住定
住促進のために行う空き施設の改修等 

 小さな拠点づくりに資する地域コミュニティ組織の日常的な活動の場として機能する基幹的な拠点
施設の整備（廃校舎、旧役場、公民館等の改修を含む） 

交付目安額 

〔都道府県（国費）〕７.５億円 ～ １２.５億円程度（事業費ベース：１５億円～２５億円程度） 

〔市 町 村（国費）〕０.３億円 ～  ０.６億円程度（事業費ベース：０.６億円～１.２億円程度） 

 ※ ただし、高い先駆性や地方創生の波及効果が見込まれる事業については、目安額を超えて必要な額を交付 。 

地方財政措置 地方負担分については、補正予算債（充当率：100％）を充当 

スケジュール 
○ 12 月中旬に地域再生計画等の提出期限を設定する予定

○ １月中下旬を目途に採択事業を公表する予定
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